
東温市事務事業評価シート　令和２年度実施事業対象

№ ― 1

令和 1 年度 ～

単位 令和 元 年度 令和 2 年度 令和 3 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

① ④

② ⑤

③

費

元 2 3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

4 4 4 4

4 4 4 4

今後の方向性 現状維持

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

子ども・子育て支援法に基づく給付制度であり、子育て世帯への支援策として、継続した事業の実施が必要です。

有効性
施設等利用給付費については、幼児教育・保育における子育て世帯の負担軽減を図るものであり、他に類似する業務が無く、事業継続に有効
性があります。

達成度

保育幼稚園課長
総　合
評価点

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 12,400 28,738 38,644

Ａ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 0.080 159 0.080 159 0.080 158
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 幼児教育・保育係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

令和元年10月の幼児教育・保育の無償化に伴い実施している事業であり、制度の浸透はかなり図られてきましたが、適正な給付事務を実施して
いくために、対象となる子どもに係る保育の必要性の認定など、定期的な現況確認を行う必要があります。

効率性 施設等利用給付については、国の制度上の無償化範囲により償還等の事務を実施しているものであり、コスト削減の余地はありません。

改　革
計　画

施設との連携も密にしながら、給付対象家庭に対して年に1回現況を提出してもらい、認定の変更・取消など適正な事務処理に努めます。

今後の方向性 現状維持

各施設等との連携を図りながら、給付対象者の把握に努めており、適正に給付事務を執行できています。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

国の制度に基づくもので、必要な事業です。該当者へ確実に給付が行えるよう手続の効率化を図りながら、適正な事務処理に努める
ことが重要です。

二次評価者

その他特定財源 0 0 0

一般財源 250 2,818 9,712

0.204 1,273 0.204 1,274 0.204 1,266

計(Ａ) 10,968 27,305 37,220

予算費目 会計 一般会計 費目名 民生

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 10,718 24,487 27,508 幼児教育・保育無償化制度が
定着してきたことにより、特に
未移行幼稚園に係る教育標
準保育利用料、預かり保育利
用料について、一人当たりの
利用料が増加傾向にありま
す。

地方債 0 0 0

最終目標

認定者数 施設等利用給付認定者数の合計 人
150 200 200 -

170 219

給付施設数
未移行幼稚園等の利用給付費の
支給対象施設数

箇所
5 5 5 -

7 7

指標名

公的関与

089-964-4484 メールアドレス hoikuyoutien@city.toon.ehime.jp

２ 就学前教育・保育の充実

事業区分

事業の目的
子育て世帯への経済的な支援として、幼児教育・保育の無償化を
実施するため

根拠法令等 子ども・子育て支援法

総合計画 政策目標 １ みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ５ 子育て支援の充実

023 2018 事務事業名

主要施策

該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

子育てのための施設等利用給付事業

無償化の対象者となる子どもを有する保護者について、給付認定
を行うとともに保育料の償還を行います。

Ｄ
Ｏ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業の手段 掲載計画

活動内容

課　　名 保育幼稚園課 係　　名 幼児教育・保育係 電話番号

経常的事務事業 事業運営方法 直営 実施計画

施設等利用給付の認定

未移行幼稚園等への施設等利用給付費の支給

達成度を
測る指標



東温市事務事業評価シート　令和２年度実施事業対象

№ ― 7

平成 28 年度 ～

単位 令和 元 年度 令和 2 年度 令和 3 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

① ④

② ⑤

③

費

元 2 3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

3 4 3 3

3 4 3 4

今後の方向性 現状維持

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

　保護者の就労など子育て環境の変化に伴い、利用者が増加傾向にあり、今後もニーズは増加していくと見込まれることから、事業の継続・改善
を検討していく必要があります。

有効性 　社会参加などによる育児疲れ等保護者の心理的・身体的負担軽減に大きく寄与していると思われます。

達成度

保育幼稚園課長
総　合
評価点

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 13,649 14,744 17,800

Ａ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 0.158 314 0.158 313 0.158 313
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 幼児教育・保育係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

利用者数の増加により、職員負担の増加、預かり保育支援員の人手不足が課題となっています。

効率性
　利用者数の増加による職員への負担が大きいため、負担軽減とコスト削減のために人材確保や保育支援システム等の活用を積極的に進める
必要があります。

改　革
計　画

幼稚園・保育所経験者を頼り、人材確保や保育支援システム活用による負担軽減に努めます。

今後の方向性 現状維持

　目標設定数値に対して、概ね目標を達成していことから、更なる事業の拡充等により利用者数の増加を図ります。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

定員設定があるため、極端な利用者の増加はないと思われますが、恒常的に預かり支援員が不足しており、正規職員等に負担が掛
かっている状況のため、人材確保の方法等を考える必要があります。

二次評価者

その他特定財源 1,973 1,277 1,839

一般財源 3,693 5,630 8,128

0.306 1,910 0.306 1,911 0.306 1,898

計(Ａ) 11,425 12,519 15,589

予算費目 会計 一般会計 費目名 民生

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 5,759 5,612 5,622 学期中
AM8:00～AM9:00まで　無料
PM2:00～PM4:00まで　1回100円
PM2:00～PM6:00まで　1回200円

長期休業中
AM8:00～PM6:00まで　1回600円
AM8:00～PM1:00まで　1回300円
PM1:00～PM6:00まで　1回300円
PM1:00～PM4:00まで　1回200円
PM4:00～PM6:00まで　1回100円

地方債 0 0 0

最終目標

延べ利用者数 各施設の延べ利用者数の合計 人
15,000 15,000 15,500 16,000

15,124 15,348

指標名

公的関与

089-964-4484 メールアドレス hoikuyoutien@city.toon.ehime.jp

２ 就学前教育・保育の充実

事業区分

事業の目的
　日常生活上の事情や社会参加などにより、一時的に家庭での保
育が困難となる場合や、育児疲れ等による保護者の心理的・身体
的負担を軽減するため

根拠法令等 一時預かり事業実施要綱

総合計画 政策目標 １ みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ５ 子育て支援の充実

023 2021 事務事業名

主要施策

該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

市立幼稚園一時預かり事業

　子育て支援の観点から、市立幼稚園において在園児を対象に
教育時間後又は長期休業中の一時預かりを実施します。

Ｄ
Ｏ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業の手段 掲載計画 第２期 東温市子ども・子育て支援事業計画

活動内容

課　　名 保育幼稚園課 係　　名 幼児教育・保育係 電話番号

ソフト事業 事業運営方法 直営 実施計画

預かり保育の実施

預かり保育支援員等賃金支払

達成度を
測る指標



東温市事務事業評価シート　令和２年度実施事業対象

№ ― 1

平成 27 年度 ～

単位 令和 元 年度 令和 2 年度 令和 3 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

① ④

② ⑤

③

費

元 2 3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

4 4 4 4

4 4 4 4

今後の方向性 現状維持

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

子ども・子育て支援法に基づく給付制度であり、子育て世帯への支援策として、継続した事業の実施が必要です。

有効性 他に類似する業務が無く、子育て支援として、市による事業継続に有効性があります。

達成度

保育幼稚園課長
総　合
評価点

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 272,230 299,084 292,955

Ａ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 幼児教育・保育係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

平成27年4月の子ども・子育て支援新制度の施行後、給付制度の浸透はかなり図られてきましたが、適正な給付事務を実施していくために、対象
となる子どもに係る保育の必要性の認定など、定期的な現況確認を行う必要があります。

効率性 施設型及び地域型給付については、国の公定価格を基に算定した給付費を支給しているものであり、コストは適正で、削減の余地はありません。

改　革
計　画

施設との連携も密にしながら、給付対象家庭に対して年に1回現況を提出してもらい、認定の変更・取消など適正な事務処理に努めます。

今後の方向性 現状維持

各施設等との連携を図りながら、給付対象者の人数、認定事由等の把握に努めており、適正に給付事務を執行できています。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

国の制度に基づくもので、個人及び施設から提出される書類審査等適正な給付事務に努めることが重要です。

二次評価者

その他特定財源 1,267 1,400 558

一般財源 88,897 77,789 80,118

0.415 2,590 0.415 2,592 0.415 2,575

計(Ａ) 269,640 296,492 290,380

予算費目 会計 一般会計 費目名 民生

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 179,476 217,303 209,704

地方債 0 0 0

最終目標

認定者数 教育・保育給付認定者数 人
1,100 1,100 1,100 -

1,177 1,195

給付施設数
施設型・地域型保育給付費の支給
対象施設数

箇所
35 35 35

37 40

指標名

公的関与

089-964-4484 メールアドレス hoikuyoutien@city.toon.ehime.jp

２ 就学前教育・保育の充実

事業区分

事業の目的
幼稚園、保育所及び認定こども園等を利用した子どもに係る教育・
保育費用の給付を行うため。

根拠法令等 子ども・子育て支援法

総合計画 政策目標 １ みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ５ 子育て支援の充実

023 2022 事務事業名

主要施策

該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

子どものための教育・保育給付事業

認定保護者の法定代理として、公定価格を基に算定した施設型
及び地域型給付費を施設に対して支給します。

Ｄ
Ｏ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業の手段 掲載計画

活動内容

課　　名 保育幼稚園課 係　　名 幼児教育・保育係 電話番号

経常的事務事業 事業運営方法 直営 実施計画

教育・保育給付の認定

教育・保育施設に対する施設型・地域型保育給付費の支給

達成度を
測る指標



東温市事務事業評価シート　令和２年度実施事業対象

№ ― 7

平成 27 年度 ～

単位 令和 元 年度 令和 2 年度 令和 3 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

① ④

② ⑤

③

費

元 2 3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

3 4 3 2

3 4 3 3

一時保育事業

保育所・幼稚園等を利用していない子どもを対象に、市立保育所
（拝志、南吉井第二）において一時保育を実施します。

Ｄ
Ｏ

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

事業の手段 掲載計画 第２期 東温市子ども・子育て支援事業計画

活動内容

課　　名 保育幼稚園課 係　　名 幼児教育・保育係 電話番号

経常的事務事業 事業運営方法 直営 実施計画

市立保育所での一時保育の実施

一時保育による子どもの受入れ

達成度を
測る指標

指標名

公的関与

089-964-4484 メールアドレス hoikuyoutien@city.toon.ehime.jp

２ 就学前教育・保育の充実

事業区分

事業の目的
就労、病気、リフレッシュ等の理由により、一時的に保育が必要と
なる保護者を支援するため

根拠法令等 一時保育事業実施要綱

総合計画 政策目標 １ みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ５ 子育て支援の充実

023 2024 事務事業名

主要施策

非該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

最終目標

利用人数 各施設の延べ利用者数の合計 人
1,300 1,300 1,500 1,500

1,333 1,169

予算費目 会計 一般会計 費目名 民生

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 2,874 528 14  利用料
【３歳未満】
　 １ 日利用 2,000円
　 半日利用 1,000円
【３歳以上】
　 １ 日利用 1,500円
　 半日利用 　750円

　 市民税非課税世帯　半額免除
　 生活保護世帯　　　   全額免除

地方債 0 0 0

その他特定財源 1,929 0 1,388

一般財源 1,826 363 9

0.000 0 0.000 0 0.000 0

計(Ａ) 6,629 891 1,411

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 幼児教育・保育係
総　合
評価点

Ｂ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

一時保育にかかる専任保育士を増員配置することができれば、受入れ数の増加や更なる質の向上に繋げることができます。

効率性 今後の保育ニーズを把握し、実施箇所数や人員配置等の効率的な体制について検討する余地があります。

改　革
計　画

様々な働き方に対応した人材募集や、勤務シフトの工夫などによる人員体制の調整を行い、専任保育士の追加配置に繋げます。

今後の方向性 拡大・充実

新型コロナウイルス感染症の影響により、利用者は少し低調傾向にありますが、概ね目標は達成しています。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

子育て家庭の支援事業として必要な事業です。市内保育所で均一したサービスを進める上で人材確保が課題となっているため、処遇
改善や募集方法等の見直しを検討する必要があります。

二次評価者

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 6,788 1,050 1,569

Ａ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 0.080 159 0.080 159 0.080 158
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

今後の方向性 現状維持

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

一時的に保育が必要となる子育て世帯への支援策として、継続した事業の実施が必要です。専任保育士の増員など、一時保育の実施体制の充
実も図る必要があります。

有効性 現在、幼稚園・保育所等を利用していない子ども対象としたものであり、他に類似・重複した事業はありません。

達成度

保育幼稚園課長
総　合
評価点


